
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．経営基盤強化等支援事業 151（151）百万円
① 経営基盤強化支援事業 51（51）百万円
広域合併や漁協間の事業連携、施設の統廃合、子会社の設立等を予
定している漁協等にコンサルタント等を派遣し、事業計画策定及びその実
行における助言・指導等を支援します。

② 公認会計士監査導入円滑化事業 100（100）百万円
水産政策の改革に伴い、漁協系統に導入された公認会計士監査に円
滑に対応するため、公認会計士等を漁協等に派遣し、内部統制の整備等
の取組を支援します。

２．金融助成事業 210（101）百万円 ［融資枠52億円］
① 上記１の①により漁協等が取り組む経営基盤の強化等に必要な資金
の借入に係る経費を助成します。

② 不漁等による経営悪化に対応するための事業改善の見込みのある計画
を実行するのに必要な資金（借換含む）が金融機関から円滑に調達でき
るよう、資金の借入に係る経費を助成します。
(償還期間10年(うち据置3年)、[特認]償還期間15年(うち据置5年))

③ 令和６年能登半島地震で被災した漁協・漁連の経営再建のための資
金（運転・負債整理・設備）に対して、借入に係る経費を助成します。

３．管理運営事業費 3（３）百万円
上記１及び２の事業を行うにあたっての管理運営経費を助成します。

90 漁協経営基盤強化対策支援事業
【令和７年度予算概算要求額 364（255）百万円】

＜対策のポイント＞
漁協が経営基盤の強化を図るために行う広域合併や事業連携等の取組における事業計画等の策定支援やその取組に必要な資金及び不漁等による経営
悪化に対応するための計画実施に必要な資金の調達、令和６年能登半島地震で被災した漁協等が経営再建するために必要な資金の調達を支援します。

＜事業目標＞
沿海地区漁業協同組合数（出資及び非出資）（798漁協［令和８年度まで］）

［お問い合わせ先］水産庁水産経営課（03-3502-8416）

＜事業の流れ＞

国
民間団体等 コンサルタント等

漁協等

定額
補助

2/3、1/2以内等

漁協の広域合併等による構造改革や経
済事業の強化等の経営基盤強化の取組
を支援
① 経営基盤強化支援事業
② 公認会計士監査導入円滑化事業○広域漁協合併

○業務体制の効
率化(施設、支
所等の統廃
合)
○収益性の向上
への取組等によ
る経営基盤強
化
○公認会計士監
査の導入に円
滑に対応するた
め内部統制の
整備の取組を
支援

漁協の現況

①経営基盤の強化等に必要な資金の利
子、保証料について支援
②不漁等による経営悪化に対応するため
の事業改善の見込みのある計画の実行
に必要な資金への利子、保証料及び求
償権償却に係る経費について支援
③令和６年能登半島地震で被災した漁協
等の経営再建するために必要な資金への
利子、保証料及び求償権償却に係る経
費を支援

○ 漁業者の高
齢化等により
組合員・職員
が減少し経営
基盤が一層脆
弱化

１ 経営基盤強化等支援事業(定額)

2 金融助成事業（2/3、1/2等）

漁
協
の
経
営
基
盤
強
化
に
よ
る
漁
業
者
の
サ
ポ
┃
ト
機
能
の
強
化

○ 約７割が事
業損益で赤字

経営基盤
の強化

○ 公認会計士
監査の導入に
円滑に対応す
るため内部統
制の整備等が
必要

方 向 性 事 業 ス キ ー ム

○ 不漁等により
手数料収入等
が減少し、経営
が悪化

漁協

（１、２、３の事業）

（１の事業）

（２の事業）


	スライド番号 1

